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(57)【要約】
造形装置は、デジタルモデルの３次元個体表現を造形す
るために造形材料の層を受け取るプラットフォームと、
造形材料の層を堆積するための構成要素と、造形材料の
各部分をデジタルモデルに含まれるデータ部分を表す断
面に結合するためのイメージング構成要素とを含む。第
１のイメージング構成要素は、特殊な屈折ピクセルシフ
ト機構または他のイメージングシステムを利用するプロ
グラム可能な平面光源とすることができる。 プラット
フォームは、造形中の部品に光硬化性樹脂を供給するた
めの注入システムを含む。 物体は、さまざまな粉末材
料またはプラスチック成分のいずれかを使用した粉末複
合部品であってもよい。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　高解像度画像を生成する装置であって、
　１つ以上の放射ビームからなる画像を表面に投影するように構成された表示ユニットと
、
　表示ユニットと表面との間に配置された透明材料を含む少なくとも1つの屈折素子とを
備え、
　前記少なくとも１つの屈折素子は、前記１つ以上の放射ビームを1つ以上の緊急の放射
ビームとして透過するように構成され、且つ
　前記少なくとも１つの屈折素子は、前記表面に対する前記画像の位置をシフトさせるよ
うに回転可能である、
装置。
【請求項２】
　前記表示ユニットはデジタルマイクロミラーデバイスを備える、請求項１に記載の装置
。
【請求項３】
　前記表示ユニットは複数のピクセルを備え、それらのピクセルはピクセルの幅よりも大
きい距離だけ互いに離間している、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記少なくとも１つの屈折素子は、
　第１の回転軸を中心に旋回可能な第１の屈折ピクセルシフタと、
　第１の回転軸とは異なる第２の回転軸を中心に旋回可能な第２の屈折ピクセルシフタと
、
を備える、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記第２の回転軸は前記第１の回転軸に実質的に垂直である、請求項４に記載の装置。
【請求項６】
　前記少なくとも１つの屈折素子は前記表面に対して異なる角度で配置された複数の静屈
折素子を含む、請求項１に記載の装置。
【請求項７】
　前記表示ユニットと前記少なくとも１つの屈折素子との間に配置されたコリメーション
光学系を備え、前記コリメーション光学系は前記放射ビームをコリメートするように構成
されている、請求項１に記載の装置。
【請求項８】
　前記表面上の前記画像のサイズを調整するために、前記少なくとも１つの屈折素子から
の前記緊急の放射ビームを集束させるように構成された投影光学系を備える、請求項１ま
たは７に記載の装置。
【請求項９】
　高解像度画像を生成する方法であって、該方法は、
　表示ユニットから表面に向けて１つ以上の放射ビームからなる画像を投影するステップ
と、
　前記表示ユニットと前記表面との間に少なくとも1つの屈折素子を配置するステップと
、
　前記１つ以上の放射ビームを前記少なくとも１つの屈折素子を透過させて、前記表面に
向けられた１つ以上の緊急の放射ビームを生成するステップと、
　前記少なくとも１つの屈折素子の回転位置を変化させて、前記表面に対する前記画像の
位置を調整するステップと、
備える、方法。
【請求項１０】
　前記表示ユニットは、デジタルマイクロミラーデバイスを備え、画像を投影するステッ
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プは、前記デジタルマイクロミラーデバイスの１つ以上のピクセルを「オン」状態に位置
させることを含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　前記少なくとも１つの屈折素子の回転位置を変化させるステップは、前記少なくとも１
つの屈折素子を回転させて前記表面に対する前記画像の位置をシフトさせることを含む、
請求項９に記載の方法。
【請求項１２】
　前記少なくとも１つの屈折素子を配置するステップは、
　第１の屈折ピクセルシフタを前記表示ユニットと前記表面との間に配置し、前記第１の
屈折ピクセルシフタは第１の回転軸を中心に所望の位置に旋回され、
　第２の屈折ピクセルシフタを前記第１の屈折ピクセルシフタと前記表面との間に配置し
、前記第２の屈折ピクセルシフタは前記第１の回転軸とは異なる第２の回転軸を中心に所
望の位置に旋回されること、
を含む請求項９に記載の方法。
【請求項１３】
　前記第２の回転軸は、前記第１の回転軸に実質的に垂直である、請求項１２に記載の方
法。
【請求項１４】
　前記少なくとも１つの屈折素子を配置するステップは、前記表示ユニットと前記表面と
の間に複数の静屈折素子を配置することを含み、
　前記少なくとも１つの屈折素子の回転位置を変化させるステップは、前記複数の静屈折
素子を前記表面に対して異なる角度で配置することを含む、
請求項９に記載の方法。
【請求項１５】
　前記１つ以上の放射ビームが前記少なくとも１つの屈折素子を透過する前に、前記１つ
以上の放射ビームをコリメートするステップを含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１６】
　前記表面上の前記画像のサイズを調整するために、前記少なくとも１つの屈折素子から
の前記放射ビームを集束させるステップを含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１７】
　三次元物体を造形する装置であって、
　造形プラットフォームと、
　粉末材料を造形プラットフォームに供給するように構成された粉末移送装置であって、
粉末ホッパーと、前記粉末ホッパーと通信し、前記粉末ホッパーから前記造形プラットフ
ォームに粉末材料を選択的に分配するように構成された粉末計量システムとを備える、粉
末移送装置と、
　堆積された粉末材料の少なくとも一部に少なくとも１つの光硬化性材料を供給するよう
に構成された光硬化性材料供給システムと、
　前記光硬化性材料を選択的に照射して、粉末複合部品の層を少なくとも部分的に固化す
るように構成されたイメージング装置と、
を備える、装置。
【請求項１８】
　前記粉末軽量システムは、
　前記粉末ホッパーから前記粉末材料を受け取るように構成された粉末マニホルドであっ
て、前記粉末材料を前記造形プラットフォームに供給するように構成された１つ以上の狭
い通路を有する、粉末マニホルドと、
　前記１つ以上の狭い通路を通して前記粉末材料を選択的に供給するように構成された１
つ以上のアクチュエータと、
を備える、請求項１７に記載の装置。
【請求項１９】
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　前記１つ以上のアクチュエータは、前記１つ以上の狭い通路の少なくとも１つにおいて
またはその付近で前記粉末材料を攪拌して、前記粉末材料を前記１つ以上の狭い通路の少
なくとも１つをそれぞれ通して流すように構成されている、請求項１８に記載の装置。
【請求項２０】
　前記粉末マニホルドは、第１の方向に直線的に延びるとともに、前記第１の方向に実質
的に垂直な第２の方向に並進して、前記造形プラットフォーム上に前記粉末材料の層を分
布させるように構成されている、請求項１８に記載の装置。
【請求項２１】
　前記粉末計量システムは、堆積される粉末の蓄積量を測定するように構成されたフィー
ドバックシステムを備え、前記粉末計量システムは、前記フィードバックシステムから受
信した入力に基づいて前記粉末材料の分布を変えるように制御される、請求項１７に記載
の装置。
【請求項２２】
　前記粉末材料が前記造形プラットフォーム上に堆積される際に、前記粉末材料を平坦化
するように構成されたレベリング装置を備える、請求項１７に記載の装置。
【請求項２３】
　粉末複合造形マシンの造形プラットフォームに粉末材料を供給する方法であり、該方法
は、
　粉末材料を粉末ホッパーから造形プラットフォームに選択的に分配するステップと、
　前記粉体ホッパーと通信する粉体計量システムを使用して前記粉体材料の供給を制御す
るステップと、
を備える、方法。
【請求項２４】
　前記粉末計量システムを使用して前記粉末材料の供給を制御するステップは、
　前記造形プラットフォームに前記粉末材料を供給するように構成された１つ以上の狭い
通路を有する粉末マニホルドに前記粉末ホッパーから前記粉末材料を供給するステップと
、
　１つ以上のアクチュエータを作動させて前記粉末材料を前記１つ以上の狭い通路を通し
て選択的に供給するステップと、
を備える、請求項２３に記載の方法。
【請求項２５】
　前記１つ以上のアクチュエータを作動させるステップは、前記１つ以上の狭い通路の少
なくとも１つにおいてまたはその付近で前記粉末材料を攪拌して前記粉末材料を前記１つ
以上の狭い通路の少なくとも１つをそれぞれ通して流すことを含む、請求項２４に記載の
方法。
【請求項２６】
　前記粉末マニホルドは第１の方向に直線的に延びるとともに、前記粉末マニホルドは前
記第１の方向に実質的に垂直な第２の方向に並進し、
　前記造形プラットフォーム上に粉末材料の層を分布させるために前記１つ以上のアクチ
ュエータを作動させる、
請求項２４に記載の方法。
【請求項２７】
　前記粉末計量システムを使用して粉末材料の供給を制御するステップは、層を生成する
ために静電荷を印加して粉末を移動させることを含む、請求項２３に記載の方法。
【請求項２８】
　前記粉末材料は、静電操作を容易にする酸化物層を生成するように処理される金属材料
を含む、請求項２７に記載の方法。
【請求項２９】
　前記粉末材料は、静電操作を容易にするためにポリマーフィルムで被覆される、請求項
２７に記載の方法。
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【請求項３０】
　前記粉末ホッパーから粉末材料を選択的に分配するステップは、前記粉末材料の懸濁液
を分配することを含む、請求項２３に記載の方法。
【請求項３１】
　堆積される粉末の蓄積量を測定するステップと、
　測定された蓄積量に基づいて前記粉末材料の供給を変化させるステップと、
を備える、請求項２３に記載の方法。
【請求項３２】
　前記粉末材料が前記造形プラットフォーム上に堆積される際に、前記粉末材料を平坦化
するステップを備える、請求項２３に記載の方法。
【請求項３３】
　粉末複合材料の造形方法であって、該方法は、
　粉末材料を造形プラットフォームに供給するステップと、
　前記粉末材料に光硬化性材料を注入するステップと、
　イメージング装置を選択的に作動させて前記光硬化性材料を照射し、粉末複合部品の層
を少なくとも部分的に凝固させるステップと、
を備え、
　前記光硬化性材料は、少なくとも反応性モノマーまたはオリゴマーを含む少なくとも１
つの樹脂材料と、照射による刺激を受けたとき前記モノマーまたはオリゴマー成分を重合
するように構成された光開始剤とを含む、
方法。
【請求項３４】
　前記光開始剤は、前記光硬化性材料の１％を超える質量濃度を有する、請求項３３に記
載の方法。
【請求項３５】
　前記少なくとも１つの樹脂材料は、触媒分解プロセスを使用して除去可能な成分を含み
、
　前記反応性モノマーまたはオリゴマーは、前記触媒分解プロセスで使用される触媒と非
反応性である、請求項３３に記載の方法。
【請求項３６】
　前記少なくとも１つの樹脂材料は、触媒分解プロセスを使用して除去可能な成分を含み
、
　前記光硬化性材料は、前記触媒分解プロセスで使用される触媒と非反応性である、請求
項３３に記載の方法。
【請求項３７】
　前記少なくとも１つの樹脂材料は、前記光硬化性材料が溶解しない溶媒に溶解する成分
を含む、請求項３３に記載の方法。
【請求項３８】
　前記少なくとも１つの樹脂材料が、前記光硬化性材料の第２の融点よりも低い第１の融
点を有する添加成分を含み、
　前記方法は、前記第１の融点より高い温度で実行される、請求項３３に記載の方法。
【請求項３９】
　前記光硬化性材料は、前記触媒分解プロセスで分解するように構成され、
　前記添加成分は、前記触媒分解プロセスで使用される触媒と非反応性である、請求項３
８に記載の方法。
【請求項４０】
　前記光硬化性材料は、前記添加成分が不溶性である溶媒に可溶性である、請求項３８に
記載の方法。
【請求項４１】
　三次元物体を造形する装置であって、
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　粉末材料を造形プラットフォームに供給するように構成された粉末移送装置と、
　前記造形プラットフォームと通信し、堆積された粉末材料の少なくとも一部に少なくと
も１つの光硬化性材料を供給するように構成された光硬化性材料供給システムと、
　前記光硬化性材料を選択的に照射して粉末複合部品の層を少なくとも部分的に固化する
ように構成されたイメージング装置と、
　前記堆積された粉末材料への前記少なくとも１つの光硬化性材料の供給を監視するよう
に構成された視覚的フィードバックシステムと、
を備える、装置。
【請求項４２】
　前記視覚フィードバックシステムは、特定の粉末材料の注入に対応する波長に対して較
正される、請求項４１に記載の装置。
【請求項４３】
　三次元物体を造形する方法であって、該方法は、
　粉末材料を造形プラットフォームに供給するステップと、
　堆積された前記粉末材料の少なくとも一部に少なくとも1つの光硬化性材料を注入する
ステップと、
　イメージング装置を選択的に作動させて前記光硬化性材料を照射し、粉末複合成分の層
を少なくとも部分的に凝固させるステップと、
　前記堆積された粉末材料への前記少なくとも１つの光硬化性材料の注入を監視するステ
ップと、
　前記監視に応答して、前記粉末材料の注入または前記イメージング装置の選択的作動の
１つ以上を制御するステップと、
を備える、方法。
【請求項４４】
　前記粉末材料の注入を監視するステップは、前記注入を視覚的に監視する１つ以上のカ
メラを配置することを含む、請求項４３に記載の方法。
【請求項４５】
　前記注入を監視するステップは、所定の粉末材料の注入に対応する波長に対して調整さ
れる、請求項４３に記載の方法。
【請求項４６】
　前記粉末複合部品の所望の境界に対する前記堆積された粉末材料の近接度を測定するス
テップを備え、
　前記画像装置を選択的に作動させるステップは、前記粉末複合部品の所望の形状を達成
するために前記光硬化性材料のどの部分が照射されるかを調整することを含む、請求項４
３に記載の方法。
【請求項４７】
　三次元物体を製造する方法であって、
　粉末材料を造形プラットフォームに供給するステップと、
　堆積された粉末材料の一部に少なくとも１つの光硬化性材料を注入するステップと、
　粉末材料の部分層を結合するために、前記光硬化性材料の一部を前記堆積された粉末材
料に部分的に注入されるとき少なくとも部分的に硬化させるステップと、
を備える、方法。
【請求項４８】
　前記光硬化性材料の一部を少なくとも部分的に硬化させるステップは、前記光硬化性材
料の一部が硬化する深さを制限するために１つ以上の硬化パラメータを調整することを含
む、請求項４７に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
［関連出願の相互参照］
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  本願は、２０１７年８月２日付の米国仮特許出願第６２／５４０、３９２号の優先権を
主張するものであり、その開示は全体が参照により本願に取り込まれる。
【０００２】
 本願に開示する主題は、一般的には物体の立体自由造形方法に関する。特に、本主題は
、金属材料、プラスチック材料、セラミック材料、および１種以上の材料の組み合わせか
らなる複合材料から物体を立体自由造形するためのシステム、装置及び方法に関する。
【背景技術】
【０００３】
　本願に記載する実施形態は、一般的に金属材料、プラスチック材料、セラミック材料、
又は１種以上の材料の組み合わせからなる複合材料から物体を立体自由造形するためのシ
ステム、装置及び方法に関する。
【０００４】
 アディティブマニュファクチャリング（ＡＭ）は、立体自由造形（ＳＦＦ）、３次元印
刷（３ＤＰ）及びソリッドイメージングとしても既知であり、視覚的に実証的で機能的な
部品の試作のために益々広範に採用されるに至っている。幾つかの場合、これは量産製造
のためにも最も経済的な手段となっている。デジタルモデルに基づいて部品を製造するた
めの様々な手段が存在しており、それらは何れも完全な設計サイクルのために必要とされ
る時間及びコストを削減するものであり、これにより多くの業界において技術革新のペー
スが向上している。
【０００５】
  一般的に、ＳＦＦは積層方式で実行され、この場合にはデジタルモデルが水平なスライ
スに分割され、各スライスが造形面上に二次元画像として形成される。これらのスライス
が連続的に形成されて薄い層の集積体が製造され、それらの層全体がデジタルモデルで表
される三次元物体を構成する。伝統的な製造技術、例えばコンピュータ数値制御（ＣＮＣ
）による機械加工、射出成形、及びその他の技法とは対照的に、ＳＦＦは、製造時間及び
コストを大幅に低減するものであり、よって、伝統的技法による少量生産では過度に高額
となり得る研究及び開発目的で広範に適用されるに至っている。更に、一般的にＳＦＦ装
置は、ＣＮＣ工作機械と比較して高度の熟練が不要である。ＣＮＣ工作機械により製造さ
れる個別部品は、長いセットアップ時間および高い機械稼働コストのために、一般的にコ
スト高である。ＣＮＣで製造される部品は、多くの場合、ＳＦＦで製造される部品よりも
高強度で高精細であり、これにより幾つかの用途に好適とされている。そして、ＣＮＣで
製造される部品の解像度及び機能性をＳＦＦ技術により達成可能になるまで、部品製造で
のＳＦＦの使用は制約されたままであろう。
【０００６】
  粉末射出成形（ＰＩＭ）は、他の成形方法では伝統的に不可能とされていた精密部品の
製造技術として広範に適用されるに至った量産技術である。粉末を樹脂結合剤とブレンド
して射出原料を形成し、これをプラスチック射出成形と同様の金型内に射出する。製造さ
れる部品は、「グリーン」パーツと称される粉末複合パーツである。グリーンパーツは、
結合剤を略完全に除去する「デバインディング」と称されるプロセスで処理される。その
結果として得られるパーツは、「ブラウン」パーツと称される。次に、このブラウンパー
ツに熱処理を施して、粉末粒子を互いに焼結させる。このプロセスの間にパーツは収縮し
、粉末粒子間の空孔が取り除かれる。最終結果物は略完全密度を有するパーツとなる。更
なる後処理を行えば、密度を９９．５％超とすることもできる。
【０００７】
ＳＦＦのために最も普通に適用される技術の幾つかには、ステレオリゾグラフィー（ＳＬ
Ａ）、選択堆積モデリング（ＳＤＭ）、熱融解堆積モデリング（ＦＤＭ）及び選択レーザ
焼結（ＳＬＳ）が含まれる。これらのアプローチは、使用可能な材料、層の生成態様、並
びに製造されるパーツの解像度及び品質が異なる。典型的には、層は、バルク材料堆積法
又は選択材料堆積法により形成される。層生成のためにバルク堆積法を使用する技術にお
いて、層イメージングは、典型的には熱的、化学的又は光学的プロセスによって達成され
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る。インクジェット印刷ヘッドを使用して結合剤を粉末床内に堆積させることによって、
ＰＩＭプロセスにおける上述のグリーンパーツと同様なパーツを製造する技術、すなわち
バインダージェッティング法が存在する。このグリーンパーツに同様の態様で後処理を施
せば、最終部品を製造することができる。残念ながら、このプロセスによって製造される
部品は、グリーンパーツを製造するプロセスの不完全性のため、多くの場合、高精度用途
のための公差基準に適合するものではない。加えて、バインダジェットプロセスの精度お
よび速度には限界がある。
【発明の概要】
【０００８】
本願明細書には、様々な用途に供する部品（例えば、プラスチック部品、金属部品及びセ
ラミック部品を）を製造するための立体自由造形装置及び関連する方法の実施形態が開示
される。
【０００９】
幾つかの実施形態において、本願明細書に開示するＳＦＦ方法及び装置は、デジタルモデ
ルの３次元立体表現を生成するための材料層を受け取る表面と、所要の造形材料層を堆積
させるための１つ又は複数の構成要素と、造形材料をデジタルモデルに含まれるデータに
対応する断面にイメージングする１つ又は複数の構成要素とを含むことができる。一実施
形態において、造形材料は粒状材料（例えば、粉末）と光硬化性樹脂材料とから構成され
る。粉末移送装置は、粉末材料を造形プラットフォームに送達するように構成され、光硬
化性材料供給システムは、造形プラットフォームと通信し、少なくとも1つの光硬化性材
料を堆積粉末材料の少なくとも一部に送達するように構成される。そして、イメージング
装置は、光硬化性材料を選択的に照射して、粉末複合部品の層を少なくとも部分的に固化
させるように構成される。造形表面での粒子状材料と光硬化性樹脂材料の組み合わせは、
粉末複合部品を製造するために使用されてきた前述のデバイスのレオロジー的な制約を克
服するものである。
【００１０】
　更に、幾つかの実施形態において、以下に記載する方法及び装置は、造形材料の１つと
して粒状材料（例えば、セラミック材料、プラスチック材料又は金属材料）を使用するこ
とができる。この装置により製造されたパーツは、造形プロセスの完了後に、隣接粒子間
の結合を促進する処理を施すことができる。そのような処理には、熱的、化学的及び圧力
的処理、又はこれらの組み合わせが含まれるが、それらに限定されない。この製造及び処
理プロセスの結果物には、固体金属部品、固体セラミック部品、固体プラスチック部品、
多孔質金属部品、多孔質セラミック部品、多孔質プラスチック部品、固体複合プラスチッ
ク部品、並びに１種又は複数種の材料よりなる複合部品が含まれるが、それらに限定され
ない。
【００１１】
　粒状材料の材料堆積は、幾通りかの手段、例えば、ブレードメカニズムによる散布、粉
体計量システムとブレードメカニズムの組み合わせによる散布、粉体計量システムとロー
ラー機構の組み合わせによる散布、転写面への静電付着とそれに続く造形表面への付着、
ローラー機構への静電付着とそれに続く造形表面への付着など、によって達成することが
できるが、それらに限定されない。光硬化性材料（例えば樹脂）の注入は、専用の注入造
形プラットフォームによって造形中の部品の本体を通して注入することによって達成する
ことができる。
【００１２】
　層イメージングはいくつかの手段によって達成することができ、例えばＤＬＰプロジェ
クタなどのプログラム可能な平面光源によるバルクイメージングが含まれ、この手段では
投影システムの実効解像度を高めるために屈折ピクセルシフトシステムが利用されるが、
これに限定されない。
【００１３】
  更に、一態様において、粒状材料及び樹脂材料で構成される複合物体を所与の三次元物
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体を表すデジタルデータから製造することができる固体自由造形（ＳＦＦ）装置が提供さ
れる。
【００１４】
  他の態様において、材料層を形成するためにバルク堆積法を使用するＳＦＦ装置が提供
される。
【００１５】
  他の態様において、材料の複合層を形成するために粒状材料を光硬化性材料と組み合わ
せるＳＦＦ装置が提供される。
【００１６】
  他の態様において、材料の広範な組み合わせを使用可能とするために材料成分を互換可
能とするＳＦＦ装置が提供される。
【００１７】
  他の態様において、注入造形プラットフォームにより粉末層へのｉｎ ｓｉｔｕ注入（
原位置注入）を行って複合層を製造するＳＦＦ装置が提供される。
【００１８】
  他の態様において、ＳＦＦ装置によって製造された物体は、材料成分の内部結合が向上
するように熱的、化学的又は機械的に処理することができる。
【００１９】
  他の態様において、処理は、流体チャンバ内における加圧、溶媒への暴露、粒状材料の
結合を促進するための昇温、造形プロセスに由来する内部応力を緩和するための昇温、あ
るいは粒状材料の部分的焼結とそれに続く主粒状材料よりも低融点の三次材料、例えばセ
ラミック材料及び／又は金属材料、の注入を含むことができる。
【００２０】
  他の態様において、材料の堆積速度を最適にするためにフィードバックシステムを使用
することができる。
【００２１】
  他の態様において、材料の堆積速度を最適にするために粉末計量システムをフィードバ
ックシステムと連携して使用するころができる。
【００２２】
　本発明のさらなる特徴は、添付の図面とともに本発明の以下の詳細な説明を参照すると
より容易に明らかになるであろう。
【００２３】
　本発明の好ましい実施形態は、図面を参照して以下に説明される。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】本開示の主題の一実施形態による立体自由造形用マシンの立面斜視図である。
【図２】図１のマシンに描かれた粉末堆積モジュールの立面斜視図である。
【図３】図２のモジュールの分解図である。
【図４】図２のモジュールの上方から見た斜視図である。
【図５Ａ】図２のモジュールで使用される粉末計量システムの第１の構成配置における概
略図である。
【図５Ｂ】図２のモジュールで使用される粉末計量システムの第２の構成配置における概
略図である。
【図６】図２のモジュールを下から見た斜視断面図である。
【図７】図１のマシンで使用される粉末堆積モジュールの代替実施形態の上から見た斜視
図である。
【図８】図２のモジュールの第２の実施形態の概略図である。
【図９】図２のモジュールの第３の実施形態の概略図である。
【図１０】図２のモジュールの第４の実施形態の概略図である。
【図１１】図２のモジュールの第５の実施形態の概略図である。
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【図１２】図１のマシンの造形プラットフォームの立面斜視図である。
【図１３】図１２の造形プラットフォームの下から見た斜視図である。
【図１４】図１２の造形プラットフォームの分解図である。
【図１５】図１２の造形プラットフォームの断面図である。
【図１６】図１２の造形プラットフォームの樹脂分配コンポーネントの立面斜視図である
。
【図１７】図１のマシンの投影モジュールの立面斜視図である。
【図１８】図１７のピクセルシフトシステムの概略図である。
【図１９】図１７の投影モジュールの第２の実施形態の立面斜視図である。
【図２０】図１７の投影モジュールのディジタルマイクロミラーデバイスコンポーネント
の第１の構成配置における立面斜視図である。
【図２１】図１７の投影モジュールのディジタルマイクロミラーデバイスコンポーネント
の第２の構成配置における立面斜視図である。
【図２２】図１７の投影モジュールのディジタルマイクロミラーデバイスコンポーネント
の第２の実施形態の立面斜視図である。
【図２３】図２０のディジタルマイクロミラーデバイスコンポーネントに対応するイメー
ジング領域の第１の設定における上面図である。
【図２４】図２０のディジタルマイクロミラーデバイスコンポーネントに対応するイメー
ジング領域の第２の設定における上面図である。
【図２５】図２０のディジタルマイクロミラーデバイスコンポーネントに対応するイメー
ジング領域の第３の設定における上面図である。
【図２６Ａ】図１のマシンで製造し得る部品の立面斜視図である。
【図２６Ｂ】図２６Ａの部品の下方からの斜視図である。
【図２７】図２６Ａの部品の第１の断面の製造に対応するイメージング領域の上面図であ
る。
【図２８】図２６Ａの部品の第２の断面の製造に対応するイメージング領域の上面図であ
る。
【図２９】図２６Ａの部品の第３の断面の製造に対応するイメージング領域の上面図であ
る。
【図３０Ａ】第２の構成における図２６Ａの部品の立面斜視図である。
【図３０Ｂ】図３０Ａの部品の断面図である。
【図３１】第１の構成において図１のマシンで実施されるプロセスの精度を高めるプロセ
スの概略図である。
【図３２】第２の構成において図１の機械で実施されるプロセスの精度を高めるプロセス
の概略図である。
【図３３】図１の機械で実施されるプロセスにおいて材料をイメージングする代替方法を
含むイメージングシステムである。
【図３４】図３３のシステムに関する、図１７の投影モジュールの代替実施形態である。
【図３５】図１のマシンの下からの斜視図である。
【図３６】図１９の投影モジュールのエラー補正方法を示すアルゴリズムのフローチャー
トである。
【図３７】図１のシステムを異なる粉末材料に自動的に適合させる方法を示すアルゴリズ
ムフローチャートである。
【図３８】粉末堆積プロセスにおける欠陥を補償するためのエラー補正方法を示すアルゴ
リズムのフローチャートである。
【図３９】第１の構成におけるシステムスループットの改善を促進するための支持材を含
む図１のマシンの造形プロセスの上方からの斜視図である。
【図４０】第２の構成におけるシステムスループットの改善を促進するための支持材を含
む図１の機械の造形プロセスの上方からの斜視図である。
【図４１Ａ】図４０で造形中の部品を上から見た斜視図である。
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【図４１Ｂ】図４０で造形中の部品を下から見た斜視図である。
【図４２】図４０で造形中の部品を取り扱うための自動化システムの斜視図である。
【図４３】図４０で構築中の部品から取り外し可能な特徴部を生成する方法の概略図であ
る。
【図４４Ａ】後処理で利用されるベクトルが付された図４１Ａの部品の上からの斜視図で
ある。
【図４４Ｂ】図４４Ａの部品の下からの斜視図である。
【図４５】図１のマシンで造形し得る一組の部品および支持材の上方からの斜視図である
。
【図４６】図４５の部品および支持材の分解図である。
【図４７】図４５の支持材の１つのセクションの上からの斜視図である。
【図４８】粉末計量システムの別の実施形態の立面斜視図である。
【図４９】図４８のシステムの第１の断面図である。
【図５０】図４８のシステムの第２の断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　樹脂注入粉末リソグラフィー（ＲＩＰＬ）は、粉末堆積、粉末注入、およびイメージン
グの３つの主要プロセスに基づいた技術である。図1は、この技術に基づいたＳＦＦ用の
マシン（４００）を示し、このマシンは粉末堆積モジュール（１００）と、粉末注入プラ
ットフォーム（２００）と、複数の投影モジュール（３００）で構成し得るイメージング
システムとを含む。粉末堆積モジュール（１００）は、例えばリニアアクチュエータ（４
１０、４１２）などによって、粉末注入プラットフォーム（２００）を横切って移動し、
プラットフォーム（２００）を横断する際に粉末を堆積させる。プラットフォーム（２０
０）は、垂直アクチュエータ（４０２、４０４、４０６、４０８）などによって下げられ
るため、後続の材料層が堆積され、三次元物体を造形することができる。供給システムか
ら供給される樹脂などの光硬化性材料が、注入プラットフォーム（２００）を介して堆積
粉末の少なくとも一部に注入され、その光硬化性材料を投影モジュール（３００）から放
射される光によって選択的に照射して粉末複合部品の層を少なくとも部分的に固化させる
。これにより、部品が層ごとに造形され、その詳細については以下で説明される。
【００２６】
　図２～４は、粉末堆積モジュール（１００）をより詳細に示している。モジュール（１
００）は粉末ホッパー（１０２）により構成され、そこから粉末（１１６）を分配するこ
とができる。いくつかの実施形態では、粉末は、モジュール（１００）の長さに沿って粉
末（１１６）を分配する（例えば、実質的に均一に分散する）ように構成された粉末計量
マニホルド（１０６）にホッパー（１０２）から引き込まれる。いくつかの実施形態では
、粉末マニホルド（１０６）は、第１の方向に直線的に延び、例えば第1の方向に実質的
に直角の第２の方向に並進して、プラットフォーム（２００）上に粉末材料の層を分配す
るように構成される。いくつかの実施形態では、例えば、回転アクチュエータ（１０４）
によって駆動される粉末分配スクリュー（１１０）がホッパー（１０２）およびマニホル
ド（１０６）と連通して位置する。図４に詳細に見られるように、粉末分配スクリュー（
１１０）がホッパー（１０２）から粉末計量マニホルド（１０６）に粉末（１１６）を運
ぶ。
【００２７】
　図５Ａおよび５Ｂは、粉末（１１６）がマニホルド（１０６）により計量される方法を
示している。マニホルド（１０６）は、ここでは粉末材料を造形プラットフォームに供給
するように構成された２つの平行な平面（１２０、１２２）によって画定される１つ以上
の狭い通路を含むことができる。通常、粉末（１１６）がこの種の狭い隙間を流れると、
（例えば、静電気、ファンデルワールス、または他の力により凝集などが生じ得ることに
よって）アーチ（１２４）が形成され、および/または粉末の動きが妨げられ、流れが停
止する。流路画定面（１２０、１２２）が機械的に刺激される（たとえば、図５Ｂに示す



(12) JP 2020-529936 A 2020.10.15

10

20

30

40

50

ように横方向に振動される）と、アーチ（１２４）が乱され、粉末（１１６）が自由に流
れるようになる。代わりにまたは加えて、粉末を攪拌してマニホルドを通過するように刺
激してもよい。どのような構成でも、この種の機械的刺激は、粉体の流れをオンまたはオ
フするメカニズムを提供する。これに関して、いくつかの実施形態では、粉末（１１６）
は、マニホルド（１０６）から制御可能に計量することができる。具体的には、いくつか
の実施形態では、粉末材料を１つ以上の狭い通路のそれぞれに通過させるために、1つま
たは複数のマニホルドアクチュエータ（１１２）を、1つまたは複数の狭い通路の少なく
とも1つまたはその付近で粉末材料を攪拌してマニホルドからの粉末の供給を制御するよ
うに構成することができる。いくつかの実施形態では、粉末蓄積センサー（１１４）をこ
の攪拌に対するフィードバック源として使用することができる。図６は、この粉末堆積モ
ジュール（１００）の別の図を示している。マニホルドアクチュエータ（１１２）は、粉
末（１１６）の自由な流れを可能にするために、前述の機械的刺激（例えば、横方向の振
動）を生成するように動作することができる。
【００２８】
　モジュール（１００）が粉末の層を堆積しているとき、場合によっては、マニホルド（
１０６）から出てくる粉末は均一な層ではないことがある。粉末が堆積されているとき、
粉末の蓄積を測定するフィードバックシステムを設けることができ、フィードバックシス
テムから受け取った入力に基づいて粉末材料の分布を変えるように粉末計量システムを制
御することができる。いくつかの実施形態では、粉末注入プラットフォーム（２００）に
供給される粉末材料を平坦化するためにレベリング装置が使用される。例えば、ドクター
ブレード（１１８）を使用して、層の寸法と平坦度を調整することができる。粉末（１１
６）は、このプロセス中にブレード（１１８）上に蓄積することができ、この蓄積は蓄積
センサー（１１４）によって検知される。この配置は、マニホルド（１０６）がアクチュ
エータ（１１２）によって受ける刺激の程度を調整するフィードバック機構として機能す
る。堆積速度を最適化し、ブレード（１１８）の摩耗を最小限に抑えるには、ブレード（
１１８）の堆積が最小限であることが望ましい。このフィードバック機構は、導電性粉末
の近接容量感知、接触ベース感知、または所与の材料の存在を検出する他の既知の方法に
基づいてもよい。代替実施形態では、ブレード（１１８）は、一般に、逆回転ローラーま
たは堆積した粉末の層を調節する他の任意の既知の手段に置き換えることができる。
【００２９】
　図７は、粉末堆積マニホルド（１００）の代替実施形態を示し、重要な違いは粉末分配
マニホルド（１２６）と連通する複数の針状ノズル（１２８）を利用することにある。こ
れは、平面状の堆積構造ではなく、複数の粉末のラインを堆積するが、ドクターブレード
（１１８）、逆回転ローラー、または当業者に知られている他のさまざまな手段によって
、均一な粉末の層に変換することができる。
【００３０】
　これらの実施形態は、代表的な例として意図され、本開示の範囲を制限するものではな
い。一般に、本開示は、細長い開口部を有し、その開口部自体が粉末流量弁を提供するよ
うに、またはその開口部が粉末流量弁を提供するような物体で塞がれるように構成された
任意の容器の使用を含むことを意図し、ここで、粉体流量弁は、かく乱されないときまた
は十分に刺激されないとき粉末の流れを妨げ、十分な機械的刺激を受けたときに粉体の流
れを可能にする任意の流路である。そして、この容器で造形表面を走査することによって
粉末の層を生成する手段が提供される。この目的のために、第３の実施形態では、底がメ
ッシュスクリーンで覆われた細長いスロットを有する粉末容器を使用することができ、メ
ッシュスクリーンの開口部は、十分な機械的刺激が提供されない限り粉末の流れを妨げる
ように適切なサイズにされる。この実施形態は、粉末弁システムとして適切なサイズの複
数の開口を使用するという点で、前述のニードルシステムの延長である。
【００３１】
　図８～１１は、前述した材料堆積の動作速度を増加させる複数の手段を示す。ここでは
、前述のコンポーネントの略図が使用されている。複数の粉末堆積モジュール（１３０，
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１４２，１４４）を使用して、粉末（１３４，１３６，１３８）の層を連続的に堆積させ
、それらの堆積プロセスをオーバーラップさせてシステム全体の動作速度を向上させるこ
とができる。
【００３２】
　図８は、各層の厚さに応じて異なる高さの堆積モジュール（１３０、１４２、１４４）
で順に堆積された複数の層を示す。これにより、システムの動作速度が向上するが、堆積
モジュール（１３０，１４２，１４４）を水平および垂直の両方の運動制御が必要になる
可能性があるという欠点がある。
【００３３】
　注入の代替手段について以前に言及したが、追加の図でさらに説明する。図9は樹脂を
粉末に注入する１つの手段を示す。スプレーモジュール（１３２，１４６，１４８）を使
用して、樹脂の液滴を粉末基材に向けて噴出し、粉末に樹脂を効果的に完全に注入するこ
とができる。この方法では、エレクトロウェッティング挙動を促進して注入プロセスを促
進するために、樹脂の小滴を静電的に帯電させることができる。いくつかの実施形態では
、粉末堆積は、流体媒体（例えば、極性溶媒）中の粉末粒子の揮発性懸濁液によって達成
することができ、流体は、粉末を注入するために使用される樹脂バインダーと非混和性で
あり、流体バインダーは堆積直後に蒸発し（たとえば、1秒以内）、粉末粒子が残る。こ
の懸濁液は、押出法またはスプレー法で堆積させることができる。
【００３４】
　図１０は、複数の堆積モジュール（１３０、１４２、１４４）を使用する代替手段を示
す。この実施形態では、造形プラットフォーム（１４０）が下方に移動する間に層が生成
され、その動きは堆積モジュール（１３０、１４２、１４４）の横方向の動きと同期され
る。これは傾斜層を生成するが、堆積モジュール（１３０，１４２，１４４）の垂直移動
は必要ない。どちらの実施形態でも、製造中の部品に対する材料の位置を補正するために
、イメージング方法を実施することができる。
【００３５】
　図１１は、粉末堆積の追加の手段を示し、静電粉末ローラー（１５０）を使用して、粉
末を造形プラットフォーム（１４０）上に堆積させることができる。一般に、粉末を造形
プラットフォーム（１４０）に転写する前に、粉末をローラー（１５０）に静電的に塗布
する。ローラー（１５０）を粉末で塗布することは、別個に、またはプラットフォーム（
１４０）上に粉体を堆積させることと同期して行うことができる。静電粉末転写は、一般
に、粒子材料を処理する高速かつ高精度の方法として認識されている。
【００３６】
　静電粉末転写を利用する場合、表面電荷が粒子操作の主要な手段であるため、一般に非
導電性材料の使用がより簡単である。このシステムで金属粉末を使用する場合、静電堆積
を容易にするために使用できるいくつかの方法がある。堆積の前にポリマーコーティング
を金属粉末粒子に塗布することができ、それにより表面電荷を与えることができる絶縁表
面を提供することができる。このコーティングは、後処理中に除去することができる。さ
らに、粉末粒子を酸化して、表面に絶縁酸化物層を生成し、静電粉末転写を可能にするこ
ともできる。粉末堆積が行われた後、この酸化物層を還元雰囲気中の熱処理または他の還
元手段を用いて除去することができる。酸化物層を除去するもう1つの方法は、注入中に
酸化物層と反応し、酸化物層を除去する酸性樹脂を使用するものである。
【００３７】
　任意の実施態様において、エレクトロウェッティング挙動を促進して注入プロセスを促
進するために、粉末が堆積されるときに電荷を粉末に付与することができる。これは一般
に導電性粉末に対して機能するが、絶縁性粉末および導電性樹脂とともに使用することも
ができる。
【００３８】
　図１２～１６は、粉末注入プラットフォームを示す。これは、３次元物体を造形するプ
ラットフォームである。図示の構成では、プラットフォームは、ベース（２０２）、多孔
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質作業面（２０４）、流量制御アクチュエータ（２０６、２０８、２１０）、流量抑制部
（２１４、２１６、２１８）、および樹脂入口マニホルド（２１２）からなる。粉末が作
業面（２０４）に堆積された後、樹脂が樹脂入口マニホルド（２１２）に供給される。次
いで、樹脂は、３つのポート（２２０、２２２、２２４）を通ってベース（２０２）の３
つの領域に流入することができる。いくつかの実施形態では、これらの３つのポート（２
２０、２２２、２２４）を通る流量は、３つの流量抑制部（２１４、２１６、２１８）に
よって制御される。流量抑制器（２１４、２１６、２１８）の位置は、３つの流量制御ア
クチュエータ（２０６、２０８、２１０）によって制御することができる。ベース（２０
２）は、作業面（２０４）を支持するがベース（２０２）内の残りの容積の大部分を開い
たままにするピン機構の配列を有し、これにより作業面（２０４）のすべての領域への樹
脂の自由な流れを可能にすることができる。この点に関して、ピン機構は、ベース（２０
２）を通る樹脂の分散を阻害することなく、作業面（２０４）の構造的安定性を提供する
。例えば、図１２～１６に示される特定の実施形態では、ベース（２０２）は、３つのポ
ート（２２０、２２２、２２４）とそれぞれ関連する３つの大きな開放空洞を効果的に提
供する。
【００３９】
　この構成は、樹脂の流れを制御するマルチチャンネルニードルバルブシステムとして機
能する。 ここには３つの別個の流体通路が示されているが、一般にそれらはいくつでも
、作業面（２０４）に制御された方法で樹脂を供給する任意の構成で実装することができ
る。３つの入口ポート（２２０，２２２，２２４）における樹脂の流れに対応するベース
（２０２）および作業面（２０４）の３つの領域は大きく離れているが、ベース（２０２
）の構造は一般に独立して制御される流れの領域が混ざり合うように設計することができ
る。流れは、この実施形態のように、複数の調整バルブを備えた単一の供給源によって制
御するか、または任意の数のポンプ供給源と調整バルブを用いて制御することができる。
さらに、樹脂源を大気圧に維持しながら、真空圧を造形領域に加えることができる。この
差圧は、樹脂の流れを提供する主な手段であり、調整バルブにより造形プロセスにおいて
正確な領域で流れを制御することができる。さらに、高精度製造に使用される微小粉末は
、攪拌されると自己エアロゾル化する傾向があるため、造形領域内で真空を使用すると粉
末の堆積が促進され得る。さらに、樹脂は、作業範囲の外にある供給ホッパーを介して重
力供給してもよい。静圧（重力供給容器の高さによる）、真空圧、およびポンプシステム
による印加圧力を任意の組み合わせで使用して樹脂を造形プロセスに供給することができ
る。
【００４０】
　特定の構成に関係なく、作業面（２０４）は多孔質であり、樹脂がそれを通って、その
上に堆積された粉末層に流入することを可能にする。この樹脂は光で硬化し、粉末を特定
の形状に固定して、３次元の物体を構築することができる。樹脂を硬化させて層状に物体
を構築する正確な手段についてさらに詳しく説明する。一般に、このプラットフォームシ
ステムの一部または全部は、パレット化製造を容易にするために製造装置から取り外し可
能である。1つの造形プロセスの結果物は、別の造形プロセスの実行中に後処理すること
ができる。
【００４１】
　前述のすべての実施形態において、製造プロセスは、粉末堆積ステップおよび粉末への
光硬化性樹脂注入ステップを含む。粉末と光硬化性樹脂の組み合わせは、使用する粉末の
光学特性に応じて、この樹脂の組成にいくつかの制約を課す。一般に、複合材料への光学
的浸透は、光学阻害剤としての粉末の存在を考えると、従来のステレオリソグラフィー樹
脂よりも低くなる。いくつかの実施形態では、光硬化性材料の硬化を改善するために、光
硬化性材料は、少なくとも反応性モノマーまたはオリゴマーなどの少なくとも1つの樹脂
材料を含み、光硬化性材料はさらに、照射による刺激を受けるとモノマーまたはオリゴマ
ー成分を重合するよう構成された光開始剤を含むことができる。このシステムで使用され
る樹脂は一般に、いくつかのタイプのモノマー、例えばアクリレート、ポリエチレンのモ
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ノマーおよび/またはオリゴマー、ポリプロピレンのモノマーおよび/またはオリゴマーな
ど、を含むが、これらに限定されない。このシステムで使用される樹脂は、フリーラジカ
ルおよび/またはカチオン重合反応を開始するために光開始剤を使用することができるが
、金属粉末を使用する場合には、光開始剤の質量濃度を１％より大きくすると、光学阻害
剤としての粉末の存在を補償することができる可能性が高い。いくつかの実施形態では、
例えば、光開始剤の質量濃度は約１％から約５０％の間とし得る。いくつかの特定の実施
形態では、約３％～約３５％の範囲の質量濃度は、粉末による光学的阻害を克服するのに
有効な組成を提供し、約５％～２０％の範囲は粉末体積の最大化とフリーラジカルおよび
/またはカチオン重合の開始の改善とのバランスを提供する。
【００４２】
　多くの場合、この方法で造形される部品は、粉末を固体物体に焼結させることによって
加工処理することが望ましい。これらの場合、後処理を補助するために、樹脂配合物に添
加剤を含めることができる。金属射出成形（ＭＩＭ）などの粉末複合部品を固体モノリシ
ックコンポーネントに焼結する熱後処理を使用する他の複合造形プロセスでは、多くの場
合、部品が焼結される前にバインダーの大部分を除去するバインダー除去工程がある。通
常、これらのバインダー除去プロセスは、触媒バインダー除去、溶媒バインダー除去、ま
たは熱バインダー除去の３つの方法のいずれかを含む。
【００４３】
　触媒バインダー除去プロセスでは、樹脂材料は触媒分解プロセスによって除去可能な成
分を含み、一般に光硬化性材料または反応性モノマーまたはオリゴマーは特に触媒分解プ
ロセスで使用される触媒と非反応性である。いくつかの実施形態では、硝酸蒸気を使用し
て、典型的にはアセタールホモポリマーとオレフィンからなるハイブリッドバインダーの
1つの成分を除去する。アセタールは硝酸によって除去され、焼結中に除去することがで
きるオレフィン結合剤が残る。溶剤バインダー除去プロセスでは、樹脂材料は、光硬化性
材料が溶けない溶剤に溶ける成分を含む。いくつかの実施形態では、ハイブリッドバイン
ダーが再び使用され、１つの成分は特定の溶媒に可溶であり、バインダー除去中にその成
分が除去される。この方法の一般的な実施形態は、アセタールとポリエチレングリコール
（ＰＥＧ）のブレンドである。ＰＥＧは水溶性であり、通常、バインダー除去中に温水浴
で除去される。熱バインダー除去プロセスでは、樹脂材料は、一般に光硬化性材料の第２
の融点よりも低い第１の融点を有する添加成分を含み、プロセスは第1の融点より高い温
度で実行される。いくつかの実施形態では、ハイブリッドバインダーが再び利用され、１
つの成分は、典型的にはバインダー除去プロセス中に溶け出し得る低融点ワックスである
。一般に、２つの成分の融点が著しく異なる任意のバイナリバインダーシステムを熱バイ
ンダー除去システムに使用することができる。
【００４４】
　前述の実施形態のいずれかで利用されるプロセスでは、同様のハイブリッド材料を使用
することができる。例えば、硝酸蒸気を使用して印刷造形部品から部分的に除去し得るハ
イブリッド材料を生成するために、アセタールのモノマーまたはオリゴマーをアクリレー
ト樹脂ブレンドに組み入れてよい。一般に、少なくとも光開始剤、反応性フォトポリマー
のモノマーおよび/またはオリゴマー、および触媒分解プロセスで除去できる別の成分を
含む材料混合物はいずれも、この方法を使用するバインダー除去に効果的である。触媒分
解を受けやすいフォトポリマーを、造形システムの動作温度で液体であり、触媒分解が起
こり得る温度で固体である成分とともに、使用することも可能である。
【００４５】
　同様に、少なくとも光開始剤と、反応性フォトポリマーのモノマーおよび/またはオリ
ゴマーと、特定の溶媒に溶解するが硬化したフォトポリマーが溶解しない別の成分とから
なるハイブリッド材料を使用して部品を製造し、それらの部品は溶剤バインダー除去処理
で処理することができる。さらに、特定の溶媒に溶けるフォトポリマーを、造形システム
の動作温度で液体であり、溶媒バインダー除去が起こる温度で固体である成分とともに使
用することができる。
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【００４６】
　　同様に、少なくとも光開始剤と、反応性フォトポリマーのモノマーおよび／またはオ
リゴマーと、硬化したフォトポリマーよりも低い融解温度を有する別の成分とからなるハ
イブリッド材料を熱バインダー除去システムに使用することができ、造形された部品の温
度を操作および更なる後処理のために下げる前に、造形プロセスを追加の成分の融点より
も高い温度で実行して余分な材料を除去することができる。
【００４７】
　図１７は、投影モジュール（３００）を示す。このモジュールは、ベース（３０４）に
取り付けられたユニット（３０２）、コリメーションレンズ（３０６）、屈折ピクセルシ
フタ（３０８、３１０）、およびデコリメーションレンズ（３１２）で構成される。図１
８に概略的に示されるように、表示ユニット（３０２）は、名目上特異点から発する複数
のピクセルからなる画像を投影する。これらのピクセルを形成するビームは、すべてのビ
ームが平行になるようにコリメートレンズ（３０６）によってコリメートされる。これら
の平行ビームは、屈折ピクセルシフタ（３０８）を指定の角度だけ回転させることにより
極めて高い精度でシフトさせることができる。周囲の媒体よりも高い屈折率の物体を通過
する光は、その物体の屈折率、厚さ、角度位置に依存する量だけ横方向にシフトされるこ
とが知られている。このシステムは、標準の反射ピクセルシフトシステムとは対照的に、
投影面上のピクセルの変位に関してナノスケールの精度を容易に達成することができる。
このシステムにより、従来のどのイメージングシステムよりも大幅に高い精度で超高精度
のデジタル製造が可能になる。図１７に示す実施形態では、投影システム（３００）は、
画像を投影面内で任意の量だけシフトさせることができるように、２つのピクセルシフタ
（３０８、３１０）を使用する。第１の屈折ピクセルシフタ（３０８）は第１の回転軸を
中心に旋回可能であり、第２の屈折ピクセルシフタ（３１０）は第１の回転軸とは異なる
第２の回転軸を中心に旋回可能である。いくつかの実施形態では、第２の回転軸は、第１
の回転軸に実質的に垂直である。特定の構成に関係なく、１つ以上の放射ビームが屈折ピ
クセルシフタ（３０８、３１０）を透過して投影面に向けられた１つ以上の緊急の放射ビ
ームを生成する。デコリメーションレンズ（３１２）は投影面に画像を望ましいサイズに
結像する。
【００４８】
　この投影システムの別の実施形態を図１９に示す。このバージョンでは、コリメーショ
ン（３０６）およびデコリメーション（３１２）レンズが省略されている。これは、画像
をシフトする前にコリメートしないという不利を有し、結果として不均一なシフト効果が
生じる。これは、逆関数を決定するためにピクセルシフト効果をマッピングすることによ
って、ソフトウェアで補正することができる。この逆関数は、撮像面上の任意のピクセル
の物理的位置を入力として受け取り、シフト効果の前に表示ユニット（３０２）によって
生成された画像内のピクセルの対応する位置を計算する。この関数は、特定の物体を造形
するために投影しシフトさせる必要がある所要の画像を決定するために、ＣＡＤデータに
適用することができる。
【００４９】
　図２０～２２は、デジタルマイクロミラーデバイス（ＤＭＤ）のいくつかの構成および
実施形態を示す。ＤＭＤは、表示ユニット（３０２）の重要な要素である。チップ（３２
２）に取り付けられたマイクロミラー（３２０）は、図２０のように「オン」状態または
図２１のように「オフ」状態にすることができる。光源がＤＭＤに入射光ビームを供給し
、これらのビームはＤＭＤが「オン」状態の場合に表示ユニット（３０２）からはずれる
角度で反射され、「オフ」状態の場合に光吸収体へ反射される。個々のミラーを「オン」
または「オフ」状態に選択することによって、画像を投影することができる。本システム
のいくつかの実施形態では、図２２のように、各ピクセル（３２０）の中心部（３２４）
のみが反射するのが好ましい。
【００５０】
　図２３～２５は、上述のイメージングシステムのいくつかにさらされる投影面（３２８
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）を示す。図２３は、すべてのピクセルが「オン」状態である場合の効果を示す。長方形
の領域（３２６）が所望の画像である場合、図２４に示すピクセルのみが「オン」状態に
なる。これは長方形の領域（３２６）を正確に表さない。そこで、ピクセルシフトを利用
してよりリアルな表現を達成することができる。図２５は、長方形領域（３２６）をより
正確にイメージングするために、複数の露光を、各露光間でピクセルをシフトさせて実行
する効果を示している。これにより、領域のエッジがより明確になる（つまり、ピクセル
エッジ間の空間を埋めて、ピクセルのサイズに固有の精度レベルよりも精密な実効解像度
を有する表面フィーチャを生成することができる）が、コーナ部の偏差を完全に解消する
わけではなく、これは、図２２で説明したＤＭＤシステムがある程度の利点をもたらす１
つの例である。同様の利点は、マイクロミラーユニットをＤＭＤチップ上にさらに離して
配置し、その結果として得られる画像をより小さな領域にフォーカスすることによって実
現することができる。全体的な効果は、一般に幅よりも大きい距離だけ離して配置され、
対象領域を共同して完全にイメージングするようにシフトされる、小さなピクセルの配列
を有することにある。
【００５１】
　図２６Ａおよび２６Ｂは、前述のシステムを使用して造形することができる物体を示す
。それは、円筒形の本体（３４０）と突出部（３４２）を含む。前述したように、粉末が
プラットフォームの上に広げられ、すべての空隙が樹脂で満たされるように樹脂が注入さ
れる。目的の物体の断面を形成するために樹脂が光により硬化され、すべての断面の集合
体が目的の物体になる。これには明らかな制約があり、 物体の1つの層の樹脂は、イメー
ジングシステムによって硬化される部分が次の層の注入を制限する。
【００５２】
　図２７～３２は、この効果を軽減し、この効果を利用してシステム性能を改善する手段
を示している。固体断面の硬化は樹脂の流れに大きな制限を与える可能性があるが、格子
構造（３５２）を利用することで、粉末を結合しながら樹脂を次の層に注入することがで
きる。図２７は、記載のシステムで造形している図２６Ａの物体の層を示す。この層を生
成するために格子パターン（３５２）の第１の構成要素が造形エリア（３５０）に投影さ
れる。追加の粉末が堆積され、樹脂が注入された後、格子パターンの第２の構成要素（３
５４）が造形エリア（３５０）に投影される。これらの２つの構成要素を交互の層に投影
して格子構造を造形することができる。一般に、粉末をしっかり結合するにもかかわらず
後続の粉体層への樹脂の注入を可能にする任意の構造を利用することができる。
【００５３】
　図２９は、造形される物体（３４０）の突出特徴部（３４２）を生成する１つの可能な
方法を示している。格子パターンのより高密度の領域（３５６）を突出特徴部（３４２）
の下向き面に使用し、低密度の格子パターン（３５８）をこの層の他の部分に使用するこ
とができる。高密度部分（３５６）の隙間が粒子径よりも小さければ、樹脂が後続の層に
流れ込むための空隙が未硬化のままでも、粉末は固体層に結合する。このより密度の高い
領域（３５６）は、以下で説明するように管理できる低密度領域（３５８）よりも限定的
なフロー制約をもたらす。
【００５４】
　図３０Ａおよび３０Ｂは、下向き表面によってもたらされる流れ制限を補償する１つの
方法を示す。表面（３４２）への樹脂の流れを導くために、表面（３４２）の下にスキン
（３６０）を構築することができる。注入プラットフォーム（２００）の構造に応じて、
このスキン（３６０）を通る流れの圧力は、物体（３４０）自体を通る流れの圧力と無関
係に制御することができる。したがって、差圧制御により流量を均等化することができる
。
【００５５】
　この技術により製造される部品は、熱的、化学的、または機械的処理により処理して樹
脂バインダーを除去し、粉末材料を固体に凝縮することができる。この効果を達成するた
めの最も一般的な手法は焼結である。多くの場合、焼結体は金属またはセラミック粉末と
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固体ポリマーバインダーとで製造され、バインダーの大部分を除去するために化学的処理
または熱的処理が施される。これにより、多孔質バインダー構造が生成され、残存するバ
インダーは焼結中に均一に除去することができる。造形プロセス中に多孔質の物体を作成
することにより、この化学的または熱的処理プロセスを促進または排除することができ、
したがって全体的なプロセス速度を向上させることができる。
【００５６】
　図３０Ａおよび３０Ｂに示すように、フロー制御構造を硬化することにより別個の流路
を規定する方法は、造形プラットフォームの異なる注入ゾーンを通して異なる領域に複数
の樹脂材料を提供することによりさらに推定することができる。場合によっては、後処理
時の焼結を促進するために、この手法を使用して、造形中の物体の境界で酸化金属粒子を
生成するが、物体内の粒子は最小限の酸化のままにすることができる。酸化金属粒子は、
非酸化金属粒子ととともに焼結するために使用される温度では互いに焼結しないため、酸
化は、焼結時に内部で結合するが酸化粒子によって規定される境界を越えて結合しない材
料の領域を分離する手段として使用することができる。これは、単一の造形プロセスにお
いて独立に移動する部品を含む完全なアセンブリを製造するため、または焼結プロセス中
に部品を安定化するのに役立つ取り外し可能な支持材を生成するために使用することがで
きる。
【００５７】
　図３１および３２は、このプロセスのさらなる利点を示している。多くのＳＦＦプロセ
スにおいて、造形に使用される材料の層の厚さによって精度が大きく制約されます。図３
１からわかるように、材料が粉末の層に完全に注入される前に硬化した場合、原理的に部
分的な層が達成される。部分的に注入された樹脂（３７４）は、粉末（３７２）を結合す
るために硬化させることができる。同様に、図３２に示すように、硬化パラメータを調整
して硬化深さを制限することができる。粉末層（３７２）に部分的にのみ浸透し、下に未
硬化樹脂（３７８）を残す固化領域（３７６）を生成することができる。したがって、特
定の層と完全に整合しない上向き表面および下向き表面を実現することができる。この方
法は、一般に成形表面の品質および部品の精度を向上させるために使用することもできる
。
【００５８】
　本システムの前述の実施形態では、造形領域を共同して完全にイメージングするために
投影モジュールのアレイ（３００）を使用している。前述のピクセルシフトシステムの利
点の1つは、特定のモジュールによってイメージングされる領域のサイズを維持しながら
、システムの解像度を倍増する効果があることである。これは、マイクロスケールおよび
ナノスケールの画像解像度が有用であるが、イメージングされる物体がメソスケールまた
はマクロスケールであるシステムにとって特に重要である。これらの要件を備えたシステ
ムでは、投影画像の焦点を所望の解像度を生成するのに十分な小さいピクセルを持つサイ
ズにフォーカスすることが難しいことがあり、これが可能であっても、得られる画像は表
示装置の物理的サイズより遥かに小さくなる。これは、造形領域全体を効率的にイメージ
ングすることができるイメージングアレイを困難または不可能にする。造形領域全体をイ
メージングすることができることが速度の最適化のために必要であり得る。
【００５９】
　代替システムは、アレイアライメントに垂直な方向に造形領域を横断する表示ユニット
のリニアアレイで構成される。図３３は、そのようなアレイの１つを示す。これは、投影
ユニット（３０２）の法線ベクトルからあるオフセット角度で画像（３８０，３８２，３
８４，３８６）を投影することによって、投影画像よりも大きな表示ユニットを持つとい
う問題を克服する。造形領域全体を順番にイメージングするために、アレイは造形領域に
沿って指定された方向（３８８）に移動する。一般に、注入速度がこのプロセスのペース
に合わせるのに十分な高さであると仮定すれば、この操作は粉末の堆積後に行うことがで
きる。したがって、いくつかの実施形態では、粉末堆積モジュールとイメージングアレイ
がプラットフォームを一緒に横断するときに、粉末堆積、注入、およびイメージングを続
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けざまに発生させることができる。
【００６０】
　この例では、表示ユニットの合焦解像度は、造形されている物体の実効解像度である。
図３４は、リニアアレイのモジュールでプラットフォームを横断する方法に精度を加える
投影モジュール（３００）の代替実施形態を示す。この例では、複数の静的屈折要素（３
９０）を、画像が投影される表面に対して異なる角度で配置する。これらの静的屈折要素
（３９０）は、画像を互いに対してわずかにシフトしたセクションに分割するために使用
される。これによりシステムの実効解像度が向上する。所望の解像度を達成するために、
任意の数の屈折素子を使用することができる。
【００６１】
図３５は、本実施形態の代替図を示す。前述したように、このシステムで実行される造形
方法は、粉末の堆積、粉末への樹脂の注入、および樹脂を特定のパターンに硬化させるプ
ロセスを含む。注入は毛管作用によってある程度自動的に行われるが、前述したように、
さまざまなポンプシステムのいずれかで流量制御を利用することもできる。この場合、ポ
ンプシステムをフィードバック制御するのが有用である。視覚的なフィードバック制御の
ためにカメラ（３９２）を使用し、注入プロセスを監視し、樹脂供給システムを制御する
ことができる。このハードウェアは、障害検出や、構造化光またはレーザースキャンシス
テムによるレイヤートポグラフィーの測定、投影モジュールのキャリブレーションや同期
など、さまざまなシステム自動化アプリケーションに使用することもできる。
【００６２】
前述したように、投影モジュール（３００）の複数の実施形態を使用することができる。
これらの多くでは、屈折ピクセルシフトが実装されている。場合によっては、ピクセルシ
フトの程度は不均一または非線形である。これらの場合、最適な精度を実現するためにソ
フトウェアキャリブレーションおよび補正が必要とされ得る。図３６は、前述の視覚フィ
ードバックシステムを使用して、これらの偏差を補正する方法を示している。まず、視覚
フィードバックシステムを使用して、屈折シフトシステムによるすべての可能なシフト位
置でのすべての投影モジュールのすべてのピクセルの位置をマッピングする。ピクセルが
過度にオーバーラップする場所では、グレースケール値を決定して、イメージング領域の
すべての位置における光度を均等化する。このマッピングから、逆ピクセルシフト関数を
計算するか、単に逆ルックアップテーブルとして実装することができる。次に、この逆関
数をＣＡＤデータに適用して、イメージングパラメータを決定し、目的の物体を生成する
ことができる。
【００６３】
この造形システムは、様々な粉末材料に汎用化することができる。特定の粉末材料の層へ
の樹脂の浸入の程度を検出するビジョンシステムの能力は、当該粉末の光学特性によって
幾分変化することがある。図３７はこの現象を補正する方法を示す。視覚フィードバック
システムは、一般的に広い波長スペクトルを検知することができ、注入の指標として樹脂
内で化学的応答を誘発しない１つまたは複数の波長を発生する１つまたは複数の照明源を
提供することが有利であり得る。新しい粉末材料に対して、注入プロセス中に粉末を可能
性のあるさまざまな指標波長にさらすことにより、最適な指標波長を決定することができ
る。注入中の反射率と吸光度の変化を測定することにより、信号対雑音比が最大になる最
大の挙動変化を生じる波長を選択することができる。
【００６４】
前述の粉末堆積システムの多くは、高度に均一な粉末層を高い信頼性で生成できるが、い
くつかの実装では、粉末層が均一性から外れることを許し、層をその生成時に測定し、補
正のために画像データを調整することによって補正するのが有利であり得る。これは、ド
クターブレード（１１８）または粉末層を平坦化する他の手段なしで粉末堆積を発生させ
ることを可能にし、堆積速度を増加させることができる。図３８は、これを実施する１つ
の方法を説明する。物体を造形する前に、物体を「ボクセル」とも呼ばれる３次元ピクセ
ルに分割し、各ボクセルを部品の所望の境界（上向き表面または下向き表面など）への近
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接度について分析することができる。一般に、粉末堆積の偏差は、上向き表面または下向
き表面の近くで発生しない限り、重要ではない。たとえば、層の一部に材料が多すぎる場
合、この部分の公称高さが上向き表面の位置にある場合、過剰な材料は公称位置よりも高
い表面を生成する。これを回避するために、実際の層のトポグラフィを評価し、偏差を補
正する迅速な手段を使用することができる。
【００６５】
　ボクセルは、上向き表面および下向きの表面への近接度について分析されるため、これ
らの表面のうちの1つの表面までの閾値距離内にあるボクセルには、このボクセルとこの
表面との間の実際の距離に対応する値を割り当てることができる。一般に、ボクセルには
、値なし、1つの値（1つの表面に近い場合）、または２つの値（２つの表面に近い場合、
薄い水平形状の場合）を割り当てることができる。粉末の層が生成されると、各層をスキ
ャンしてその形状を評価し、粉末の高さの公称高さからの偏差を測定することができる。
層がイメージングされるとき、該層に含まれるボクセルに基づいてピクセルの配列が生成
される。層偏差測定値は、造形中の層のボクセルの位置に対応するテーブルに配置するこ
とができる。層をイメージングする前に、粉末表面の測定された偏差が元のボクセルに対
応する距離測定値を超える場合、層画像のピクセルを削除することができる。あるいは、
ピクセル配列は、先に説明した部分層の製造方法で利用されるメタデータで修正してもよ
い。このように、粉末堆積プロセスの偏差は全体の製造精度に影響しない。結果として、
このような層偏差の補正は、（例えば、ＣＡＤモデルによって定義されるように）所望の
構造からの偏差を最小限に抑えることができる。
【００６６】
　デジタル造形を大量生産で使用するには、高いスループットが必要とされる。多くの状
況では、これは生産性を最大にするために部品のバッチを印刷する必要がある。図３９は
、この一例を示している。部品の配列（２３２）は、プラットフォームベース（２０２）
の上部の作業面（２０４）に印刷される。この図では、余分な未硬化樹脂と未結合粉末が
ほとんど除去されている。これは、スプレー装置と未硬化の樹脂を溶解できる溶剤を含む
さまざまな洗浄システムのいずれかによって達成できる。支持材（２３０）は、粉末の堆
積中に部品（２３２）に加えられるせん断力に耐えるように製造される。この支持材（２
３０）は、粉末堆積の方法に応じて必要な場合とそうでない場合があるが、いずれにして
も、部品（２３２）に接続する必要はない。この非接触支持材（２３０）は、部品（２３
２）に近接することで部品（２３２）を固定するが、後処理中の部品の操作を妨げない。
【００６７】
　部品のバッチの上部および周囲から過剰な材料を除去することは一般にたいしたことで
はないが、これらの部品を取り扱うには追加の自動化システムを必要とする。上記の部品
（２３２）には、真空グリッパーまたは機械式グリッパーシステムによる操作を容易にす
る平坦表面があるが、すべての部品が自動操作を容易にする機能を備えているわけではな
い。図４０は、標準的な真空グリッパーにより容易に取り扱うことができない平坦でない
上面を有する部品のバッチ（２３４）を示している。代わりに、これらの部品の操作を容
易にするためにこれらの部品に追加機能部を追加することができる。
【００６８】
　図４１Ａおよび４１Ｂは、操作機能部（２３６）を備えた部品（２３４）をより詳細に
示す。これらの操作機能部は、図４２に示すような真空グリッパー（２５２）で、または
ピックアンドプレースシステム（２５０）で駆動される他のグリッパーで係合することが
できる平坦な表面を提供する（２３６）。部品が金属またはセラミック粉末で構成される
部品で、所望の最終製品が固体金属またはセラミック部品である部品の後処理の主要な操
作には、余分な材料の除去、操作機能部の除去、および焼結用のトレイへの設置が含まれ
る。これらの操作は通常非常に労働集約的であるため、これらの操作の自動化には大きな
価値がある。
【００６９】
　操作機能部（２３６）は自動部品操作には有利であるが、焼結前に除去する必要があり
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が低下する。図４３は、操作機能部（２３６）の簡単な除去を促進する1つの方法を示し
ている。部品（２３４）と操作機能部（２３６）の境界に存在する粉末（２６４）は、部
品（２６０）上の材料に接線方向に固定されるとともに、操作機能部の材料２６６上の材
料にも接線方向に固定されるように結合される。したがって、操作機能部（２３６）は、
自動化された操作を支援するために名目上部品（２３４）に接続されているが、それらを
接続する硬化ポリマーバインダーの連続領域はない。これにより、部品（２３４）を損傷
することなく、焼結前に操作機能部（２３６）を切り離すことができる。
【００７０】
　当該部品（２３４）は複数のねじ穴（２３８、２４０、２４２）を有し、それらは一般
に部品（２３４）を、材料が閉じ込められる可能性があり且つ追加の後処置前にその材料
を除去しなければならない追加の空間を成形することが困難または不可能なものとする。
前述の場合のように、ポリマーを含まない固体金属またはセラミック部品を形成するため
に、焼結の目的で金属またはセラミック粉末を造形プロセス中に結合させる場合には、焼
結前に余分な材料を除去する必要があり、さもなければ余分な材料が部品（２３４）に結
合し、生産プロセス全体の精度を損なうことになる。図４４Ａおよび４４Ｂは、囲まれた
領域への入り口を特定するベクトルを示す。これらは、余分な材料を除去するためのノズ
ルベースの洗浄システムの洗浄ベクトルとして利用することができる。一般的に、固体部
品の閉じ込められた容積への入口の重心の法線ベクトルである洗浄ベクトルを特定し、そ
れらの洗浄ベクトルを使用してノズル洗浄システムに対する部品の向きを決定し、その部
品を一連の向きで洗浄システムにさらしてすべての余分な材料の完全な除去する方法は、
前述のシステムを使用して製造される部品を処理するために使用することができる。
【００７１】
　図４５-４７は、印刷部品の後処理の代替方法を示す。支持材（２７０、２７２）は、
二次洗浄処理中に部品（２３４）は支持材（２７０、２７２）内に含まれるが部品（２３
４）から材料が流出できるように、部品（２３４）と一緒に造形することができる。この
場合、アセンブリ全体が溶媒洗浄プロセスにさらされている間、部品（２３４）を支持材
（２７０，２７２）内に保持することができ、場合により限られたスペースからの材料の
流出を可能にするために音波または他の機械的攪拌をアセンブリの向きを変えながら与え
ることができる。これにより、以前の単一ユニット洗浄プロセスをより効率的な大規模製
用のバッチプロセスに変換することができる。
【００７２】
図４８～５０は、粉末分配機構の代替実施形態を示す。粉末堆積モジュール（５００）は
、ホッパー（５０２）、ローラーアクチュエータ（５０４）、ローラー（５０６）、粉末
剪断部材（５１０）、粉末剪断アクチュエータ（５０８）、およびメッシュスクリーン（
５１２）から構成される。前述のように、ここではローラー（５０６）を使用して堆積粉
末の層を調整するが、ブレードまたは他の手段を実装することもできる。この堆積法では
、通常、粉末は、前述のアーチング挙動を生成するために使用される粉末に対して適切な
サイズの複数の穴からなるメッシュ（５１２）を通過することができない。この例では、
振動を使用してアーチ状の粉末を攪拌するのではなく、せん断アクチュエータ（５０８）
によって駆動されるせん断部材（５１０）によってせん断力を加えてアーチを破壊し、粉
末がスクリーン（５１２）を流れるようにする。この特定の実施形態では、２つのローラ
ー（５０６）を使用して、モジュール（５００）が造形領域を順方向または逆方向のいず
れかで横切るときに粉末が堆積されるようにすることができる。
【００７３】
　本主題は、その精神および本質的な特徴から逸脱することなく、他の形態で具体化する
ことができる。したがって、記載の実施形態は、あらゆる点で例示的であり、限定的では
ないと見なされるべきである。本主題を特定の好ましい実施形態に関して説明したが、当
業者に明らかな他の実施形態も本主題の範囲に含まれる。
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